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１．リニア中央新幹線整備を巡る最近の動向
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○リニア中央新幹線実現への気運が高まってきています。

リニア中央新幹線整備を巡る最近の動向

・「超電導リニアによる東海道
新幹線バイパス」建設の推進。
・第一局面として首都圏～中京
圏間の営業運転開始を2025
年を目標に推進・実現。
・ルートは全長290kmを前提
条件。

※ＪＲ東海記者発表等より

・中央新幹線（東京都・大阪
市間）地形・地質等調査報
告書
・ルート案などを盛り込んだ
地形・地質調査を国土交
通省に提出。三ルートにつ
いて建設可能との報告。

・鉄道・運輸機構及びJR
東海が、中央新幹線
（東京都・大阪市間）調
査報告書を国土交通省
へ提出

・中央新幹線の「維持
運営費」、「設備更新
費」、「輸送需要量」
を三ルートそれぞれ
について各データの
概要を示す。
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07.12.25 08.7.4 08.10.22 09.12.24

国土形成計画（全国計画：2008.7.4閣議決定）
第４章 交通・情報通信体系に関する基本的な施策
第２節 地域間の交流・連携を促進する国土幹線交通体系の構築

「中央新幹線について調査を進めるほか、超電導磁気浮上式
鉄道の実用化技術を確立するために、走行試験等の技術開発
を一層推進し、科学技術創造立国にふさわしい、新時代の革新
的高速鉄道システムの早期実現を目指す。」

※国土交通省プレスリリースより

国土交通大臣が交通政策審議
会に対し、中央新幹線の営業主
体及び建設主体の指名並びに整
備計画の決定について諮問
8/30までに中央新幹線小委員会
の審議を7回実施。

10.2.2409.7.21



リニア中央新幹線整備を巡る最近の動向

○これまで、以下の３ルートについて調査・検討がされてきました。
ＪＲ東海は、直線ルート（Ｃルート）で実現したい意向です。

ＡＡ

ＢＢ

ＣＣ
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AA甲府市付近から木曽谷を経て名古屋付近へ至るルート甲府市付近から木曽谷を経て名古屋付近へ至るルート

BB 〃〃 伊那谷を経て伊那谷を経て 〃〃

CC 〃〃 南アルプスを経て南アルプスを経て 〃〃

ＣＣ
品川名古屋

大阪



２．リニア中央新幹線の特徴
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○最高速度 ： 時速581km

○平均速度 ： 時速429km
（東京－大阪）

○所要時間 ： 1時間
（東京－大阪）

⇒世界トップ水準

⇒新幹線のぞみの約2倍の速さ

⇒航空機と同じ

（上海リニア（＝営業運転を行う世界最速の列車）は時速431km）

○最高速度は世界トップ水準、所要時間は航空機並みです。

東京－大阪間は航空機並みの速さ
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航空機 （分）

（東京－大阪）

■東京－大阪間の平均速度の比較 ■東京－大阪間の所要時間の比較

出典：スキーム検討会議、「世界の高速鉄道（佐藤芳彦グランプリ出版）、「航空
輸送統計年報」より。リニア約500km,のぞみ515km、航空機512km。

出典：スキーム検討会議、時刻表、航空機は羽田空港－伊丹空港の所要時間
60分に搭乗手続き15分をあわせて算出。
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リニア・新幹線 航空機

乗車手続き 乗車までの時間制約は大きくない
15分前までに搭乗手続きが必要。

■乗車時の利便性・定時性の比較

○乗車手続きは、従来の新幹線と同じく手軽です。
○ビジネス拠点にも近く、電車の定時性も確保されます。

優

利便性・定時性の高い交通機関

7

乗車手続き 乗車までの時間制約は大きくない
15分前までに搭乗手続きが必要。
手続き時間に制約がある。

ビジネス拠点か
らの距離

比較的近い 比較的遠い

定時性 平均遅延時分は0.6分
15分以上遅れて出発する率は

約5.2～6.5%。
天候にも左右される。

出典：ANAホームページ（2010.7）、JALホームページ（2010.7）、ＪＲ東海2009JR東海環境報告書p18

優

優

（2008年度）

（2010年7月）



14,050

20,240

15,000～

新幹線（のぞみ）

航空機

（円/片道）8
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新幹線（のぞみ）

航空機 （便数/時）

■1時間あたりの最大運行頻度 ■片道あたりの料金（東京－大阪間）

○多頻度運行が可能です。
○料金はのぞみより若干高く、航空機より安価です。
○新幹線以上の輸送能力を持っています。

リニア＝ スピード ＋高い輸送能力
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リニア中央新幹線

新幹線（のぞみ）
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■1編成あたりの定員 ■1時間あたりの最大輸送能力（人キロ）

※リニアはスキーム検討会議、のぞみは時刻表より現況、航空機は
最も便数の多いam7:00台の伊丹・関西－羽田の出発便数

※リニアはスキーム検討会議、のぞみは時刻表より現況、航空機は
羽田－伊丹の運賃

※リニアはスキーム検討会議、航空機はボーイング777-300参照
※１編成あたりの定員×１時間当たりの最高運行頻度×平均速度
航空機はボーイング777-300参照



現状

○東京－名古屋－大阪間の所要時間が現在よりも半分以上縮まり、7千
万人大交流リニア都市圏が出現します。

大阪 名古屋 東京

山梨長野1,986万人 1,123万人

220万人88万人

379万人

3,448万人

■7千万人の大交流リニア都市圏（各都府県の人口と移動時間を模式化したもの）

リニア都市圏の出現
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静岡大阪・京都・
兵庫・奈良・
滋賀

愛知・岐阜・
三重

神奈川・千葉・
埼玉

大阪 名古屋 東京

379万人

150分

60分

出典：リニア中央エクスプレス建設促進期成同盟会

※「大交流リニア都市圏」は「中央新幹線沿線学識者会議
『リニア中央新幹線で日本は変わる』2001年8月」を参考に、
東海道・中央新幹線の15都府県を想定した。
※人口はH17国勢調査（確定値）。

リニア実現後 約7,000万人

40分20分



北京・天津

ソウル・仁川
東京

名古屋

大阪

○東アジアの拠点都市は成長が著しく、わが国経済が持続的に発展して
いくためには、わが国大都市圏の国際競争の優位性を確保していく
必要があります。

○総合的なバランス力のある大都市圏経済の実現が求められています。

国際競争力強化の可能性

・アジア６都市（北京・天津、
上海、ソウル・仁川、東京、
名古屋、大阪）における
各指標について、平均値
が5、標準偏差が1となる
ように標本変数を規格化
して、６都市における都
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上海

大阪（大阪府） 名古屋（愛知県） 東京（東京都）
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38.8
都市規模 ：人口（国勢調査、JETRO資料）
ゆとり ：人口密度（国勢調査、JETRO資料）
工業 ：GDP第２次産業（県民経済計算、JETRO資料）
サービス業： GDP第３次産業（県民経済計算、JETRO資料）
国際化 ：国際コンベンション会議件数（JNTO資料）
港湾貨物 ：国際コンテナ取扱量（Containerisation International Yearbook 2007)
空港旅客 ：国際旅客数（Airport Council International）

して、６都市における都
市力の相対的な比較を
行い図示しました。

・各都市の数値は、各指
標の偏差値の合計を示し
ます。
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○東濃－東京間は2時間半から1時間へ。
○リニア開業により、東濃2時間圏内の人口は0→1,216万人、事務所
数は0→74.6万事業所となります。

岐阜県（東濃地域）に与える影響 ｰ東濃２時間圏の拡大ｰ

さいたま市さいたま市
リニア実現における
東濃２時間圏の範囲

1,216

1,000

1,500
[万人]

■東濃2時間圏のひろがり ■東濃2時間圏に含まれる人口と事業所数

人口
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東京東京

千葉市千葉市

横浜市横浜市

品川品川

東濃
現状（新幹線利用）
：約2時間半
リニア実現
：60分

-

500

現状 リニア実現時

（なし）

74.6

0

25
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75

100

現状 リニア実現時

[万事業所]

（なし）

事業所数

出典：国勢調査（2005）

出典：事業所企業統計（2004）



○リニア開業により、東濃地域は東京60分圏となり、東京近郊都市と
同じ時間圏となります。

岐阜県（東濃地域）に与える影響

山形市

盛岡市

宇都宮市

高崎市

八王子市
千葉市

つくば市

東京（2時間30分圏） 東京（60分圏）

東京

■東京起点にみた時間圏の変化
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（参考）東京60分圏の都市の住宅地平均地価と商業地最高地価（2007年）

出典：都道府県地価調査より作成

・東京60分圏に含まれる都市の地価を東濃地域の都市を比較すると、東濃地域の都市の地価は相対的に低くなっています。

住宅地 商業地



○東濃地域から、わが国の国際空港への選択性が高まり、国内外へのア
クセスが容易となります。

岐阜県（東濃地域）に与える影響

リニア開業後

中部国際空港

羽田空港

成田国際空港

関西国際空港

80分 → 50分
190分 → 90分
240分 → 140分
170分 → 110分

現状 開業後
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リニア開業後

成田国際空港

羽田空港

中部国際空港

東濃名古屋 品川リニア：約60分

リニア：約10分（東濃－名古屋）

成田エクスプレス

：約70分

京浜急行：約20分
名鉄：約30分

中部国際空港まで

約50分
（乗り換え10分）

羽田空港まで

約90分
（乗り換え10分）

成田国際空港まで

約140分
（乗り換え10分）

新大阪

関西国際空港

はるか：約50分

関西国際空港まで

約110分
（乗り換え10分）

リニア：約50分（東濃－新大阪）



○岐阜県は、首都圏と近畿圏のほぼ中間に位置しています。
○中京圏を中心とした道路・鉄道インフラの整備が進み、24時間利用可能な
中部国際空港、特定重要港湾の名古屋港など、空港・港湾へのアクセスも容
易です。

岐阜県の主な地域特性①

■岐阜県の位置
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2,000,000

2,250,000

（人）

岐阜県人口の推移と見通し 平成17年（2005年）

2,107,226人

0～14歳 14.5％
15～64歳 64.5％

65歳以上 21.0％

平成37年(2025年)
1,823,497人
0～14歳 9.8％
15～64歳 59.7％
65歳以上 30.5％

○2009年は約209万人で、2005年をピークに減少局面に入り、リニア部分
開業前（2025年）には約182万人（2005年比約28万人減）と見通され
ています。

○1995年に15-19歳の若者の10年後（2005年の25-29歳）の動向をみ
ると、約1万8,000人減少しています。

岐阜県の主な地域特性②

■岐阜県人口の推移と見通し
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昭和35年(1960年)

1,638,399人

0～14歳 29.8％
15～64歳 63.6％

65歳以上 6.6％

平成47年(2035年)

1,622,985人

0～14歳 9.5％
15～64歳 57.2％

65歳以上 33.2％

人口構造は大きく変化

推 計
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30～34歳
35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳
55～59歳

60～64歳

65～69歳
70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳
90～94歳

95～99歳

100歳以上

■年代構成人口の推移（1995年－2005年）

1995年 2005年

出典：国勢調査

出典：実績値は国勢調査、推計値は岐阜県人口・少子化問題研究会（H18）の推計（基本
パターン）による



○製造業の割合が高く、高速道路沿線に、工業用地や研究開発機能、企業の集
積がみられます。

岐阜県の主な地域特性③

23.7

26.2

15.1

36.9

41.8

5.7

5.8

5.0

5.5

6.0

2.6 12.7

10.7

14.2

8.5

7.0

17.4

17.4

20.2

16.7

13.5

7.0

6.2

6.6

6.5

4.3

22.5

21.2

25.0

16.0

17.6

6.9

9.3

11.8

6.5

6.6

農林水産
1.5

1.0

0.5

1.2

0.9

鉱業

0.1

0.3

0.1

0.6

0.3

製造業 建設業 電気ガス

1.4

1.6

2.1

1.9

卸小売 金融 運輸 サービス その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

岐阜県計

岐阜圏域

西濃圏域

中濃圏域

■岐阜県内の市町村内総生産の構成（2007） ■企業集積状況
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5.6
5.9 5.8

5.4
5.1 5.2

5.3 5.5 5.2
4.9
5.1 5.0

4.7 4.8
4.9 5.1

5.5
5.9 6.0

-

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

(兆円）

2.8

41.8

25.4

17.1

6.0

5.4

10.7 4.1

7.0

10.6

9.0

13.5

17.5

15.9

4.3

8.1

4.7

17.6

20.1

25.6

6.6

9.7

9.7

1.0
0.2

0.5

2.0
中濃圏域

東濃圏域

飛騨圏域

■岐阜県の製造品出荷額等の推移
出典：平成19年度市町村民経済計算結果

出典：工業統計

岐阜市
12事業所
電子部品2
プラスチック2
一般機械2
輸送用機械2
その他4

各務原市
9事業所
輸送用機械3
その他6

大垣市
11事業所
窯業・土石2
一般機械2
電気機械2
輸送用機械2
その他3

中津川市
9事業所
パルプ・紙2
電気機械3
その他4

可児市
10事業所
一般機械3
その他7

出典：企業立地ガイド岐阜2009などを参考に作成



○年間100万人以上の観光地が点在しています。
○岐阜県に隣接する東海地方と岐阜県内からの観光客が86.7%で、関東地方
が3.9%と大都市圏からの来訪割合が低くなっています。

○本県を訪れる観光客の旅行タイプは、温泉、周遊観光が多くなっています。

岐阜県の主な地域特性④

県　　　内
56.0%

甲信越地方
1.0%

北陸地方
2.1%

その他地方
1.2%

近畿地方
5.0%関東地方

3.9%

東海地方

宿　泊
7.7%

日帰り
92.3%

■日帰り客・県外客の割合

白川郷合掌造り集落

高山地域

奥飛騨温泉郷

■岐阜県の観光客数年間50万人以上の観光地
（2008）
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56.0%東海地方
30.7%

出典：平成20年岐阜県観光レクリエーション動態調査
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岐阜県 長野県 静岡県 愛知県 三重県 全国平均

（％）

岐阜県

長野県

静岡県

愛知県 三重県

全国平均

■岐阜県に訪れる人の旅行タイプ

出典：旅行者動向2009（（財）日本交通公社）

下呂温泉

伊奈波神社

世界イベント村ぎふ

千代保稲荷神社

千本松原・国営木曽三川公園

河川環境楽園
土岐プレミアムアウトレット

道の駅そばの郷らっせぃみさと

道の駅おばあちゃん市・山岡

道の駅志野・織部

谷汲山華厳寺

養老公園

道の駅月見の里南濃
道の駅クレール平田

長良川花火大会

岐阜公園

平成記念公園日本昭和村

馬籠宿

年間100万人以上

年間50万人以上

年間30万人以上

ミシュラン三つ星

世界遺産登録

出典：平成20年岐阜県観光レクリエーション動態調査



３．リニア都市圏の出現がもたらす経済効果
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○リニア開業により、地域には「建設される段階で生じる効果＝事業効
果」と「供用されることにより生じる効果＝施設効果」が発現します。

リニア開業の効果について

■事業効果と施設効果

事業効果（フロー効果） 施設効果（ストック効果）

・路線建設等に伴う経済波及効果等 ・所要時間短縮効果
・県外からの企業立地による効果
・定住人口の転出入による効果
・観光魅力向上による効果、等

◆建設される段階で生じる効果 ◆供用されることによって生じる効果

シミュレーションで
把握した効果。

新規の企業立地、
移住定住、観光
魅力向上効果は
含まれません。

19

リニア供用開始

時間

・観光魅力向上による効果、等

リニア中央新幹線

鉄骨・
建設資材

生コン・
セメント

クレーン
・重機類

生コン
業者

鋼材
メーカー

リース会社

雇用者
さらに多くの生産者

さまざまな生産活動が発生
（経済波及効果）

一般に費用便益分析の
「便益」で用いられる効果

※ただし、「事業効果」と「施設効果」を足すことはできません



■経済モデルで考える経済効果の波及メカニズム

リニアへの利用転換による一般化費用（交通コスト）の低下イメージ

航空機利用 ⇒ 料金 所要時間 一般化費用

所要時間の短縮

交通コストの低下

○リニアによる所要時間短縮効果は、企業活動における生産コストの低
下や世帯の消費の拡大につながり、社会に影響を及ぼします。

リニア開業の効果について

20

新幹線利用 ⇒ 料金 所要時間 一般化費用

業務拡大
新規企業立地
企業移転

（想定される社会変化）

生産コストの低下

利潤の増大

世帯の所得の増大世帯の消費の拡大
旅行関連財消費の拡大

労働・資本配当の増加労働・資本・業務交通の増加

生産額の増加

＝満足度（便益）
観光旅行客の増加による地域経済活性化

日常的な財・サービスの消費量の増加に
よる地域経済活性化

（想定される社会変化）



対象地域：

対象旅客：

所要時間：

○以下の前提条件のもと、経済モデル（空間的応用一般均衡モデル）を
活用して、シミュレーションを実施しました。

シミュレーションの前提条件

全国47都道府県

鉄道と航空を利用している旅客

公表データをもとにリニア各駅間の距離・所要時間等を推計

〈前提条件〉

21

産業部門：

所要時間：

運 賃：

農林水産業、製造業、建設業、電力ガス、卸小売、金融・不動産、サービス
業の7部門

公表データをもとにリニア各駅間の距離・所要時間等を推計

東京－大阪のリニア料金15,000円とし、各駅間の運賃は距離で按分

使用データ： H12各県内産業連関表、H17幹線旅客純流動調査、H12家計調査年報、等

政策変数： 一般化費用（運賃に所要時間を貨幣換算したものを加えた費用）



○単年度便益は、約70億円と推計されます。
開業後50年間の総便益は、約1,974億円と推計されます。
○岐阜県の効果の大きさは、長野県や山梨県と同水準です。

リニア開業効果①

■単年度便益のひろがり

■便益

単年度便益 約70億円／年
50年間の総便益 約1,974億円

■沿線地域の単年度便益

便益の大きさは、
・「経済規模」
・「所要時間短縮量」
・「流動量」
が影響します。

22

322

70 96 111

376

1,333

0

500

1,000

1,500

愛知県 岐阜県 長野県 山梨県 神奈川県 東京都

(億円/年）

(百万円)

50,000
10,000
 5,000
 1,000

■単年度便益のひろがり ■沿線地域の単年度便益

東濃

東京

名古屋

※首都圏－中部圏ケース



○生産額は、年間約128億円増加すると推計されます。
○「製造業」（約54億円増）、「サービス業」（約30億円増）への影
響が大きくなると推計されました。

リニア開業効果②

(億円／年）

■生産額の変化

■産業部門別生産額の変化■産業全体への影響

生産額の変化 約128億円／年増加
生産額の変化率 0.10%増加

29.6

54.0

0.10% 0.09%
0.10% 0.11%

0.11%

0.10%

40

60

0.1%

0.2%

変化量

変化率

（億円）
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134,443

134,571

134,300

134,400

134,500

134,600

リニア無 リニア有

(億円／年）

約128億円／年増
0.1%増

■沿線地域別生産額の変化量と変化率

0.11%
0.10% 0.09%

0.22%

0.08%
0.06%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

愛知県 岐阜県 長野県 山梨県 神奈川県 東京都

2.2

15.4

2.8

10.9
13.1

0.09%

0

20

農林水産 製造業 建設業 電力ガス 卸小売 金融 サービス

0.0%

0.1%

755

128 141 142

491

1,279

0

500

1,000

1,500

愛知県 岐阜県 長野県 山梨県 神奈川県 東京都

(億円/年）

※首都圏－中部圏ケース



○県内消費需要額は合計で年間約71億円増加すると推計されます。
○岐阜県民が消費する県内消費需要額は年間約38億円増加すると推計
されます。

○県外住民が消費する県内消費需要額は年間約33億円増加すると推計
されます。

■岐阜県内で消費される需要額の変化■県内消費需要額の変化

リニア開業効果③

24

県内住民の県内消費需要
額の変化

約38億円／年
増加

県外住民の県内消費需要
額の変化

約33億円／年
増加

合計 約71億円／年
増加

214 201

714
104 87

184

4438 46
5333 42

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

愛知県 岐阜県 長野県 山梨県 神奈川県 東京都

県外住民が消費する県内需要額

県内住民が消費する県内需要額

（億円／年）

318

71 88 97

288

898

※首都圏－中部圏ケース



○「業務目的」の交流人口は、1日あたり約2,000人増加すると推計さ
れます。

○増加する交流人口の60%は東京都、次いで神奈川県。首都圏全体で
は90%を占めます。

リニア開業効果④

業務目的 約2,000人／日増加（17.5%増）
そのうち、首都圏は89.4%を占める

観光目的 約1,100人／日増加（11.0%増）

■交流人口の変化

その他首都圏
10.3%

近畿圏
0.1%

その他
1.8%長野県

8.7%

■増加した交流人口の地域内訳（業務目的）
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11,653

9,876

13,698

10,967

0

5,000

10,000

15,000

20,000

業務 観光

リニア無し

リニア有り

（人／日）

2,045人/日増
17.5%増

1,091人/日増
11.0%増

観光目的 約1,100人／日増加（11.0%増）
そのうち、首都圏は75.2%を占める

首都圏や長野県・山
梨県との結びつきが
特に強まる

5%以上伸びる県
20%以上の伸びる県

岐阜県

東京都
60.4%

神奈川県
18.7%

10.3%

※首都圏－中部圏ケース



リニア開業効果⑤

○「観光目的」の交流人口は、1日あたり約1,100人増加すると推計さ
れます。

○増加する交流人口の35%は東京都、次いで神奈川県。首都圏全体で
は75%を占めます。

その他
4.7%

長野県
18.2%

東京都

業務目的 約2,000人／日増加（17.5%増）
そのうち、首都圏は89.4%を占める

観光目的 約1,100人／日増加（11.0%増）

■交流人口の変化 ■増加した交流人口の地域内訳（観光目的）

26

5%以上伸びる県
20%以上の伸びる県

岐阜県

首都圏や長野県・山
梨県との結びつきが
特に強まる

神奈川県
18.3%その他首都圏

22.2%

近畿圏
2.0%

東京都
34.7%

11,653

9,876

13,698

10,967

0

5,000

10,000

15,000

20,000

業務 観光

リニア無し

リニア有り

（人／日）

2,045人/日増
17.5%増

1,091人/日増
11.0%増

観光目的 約1,100人／日増加（11.0%増）
そのうち、首都圏は75.2%を占める

※首都圏－中部圏ケース



４．リニア開業により期待される効果
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事例からみた期待される効果①

○1980年以降開業した新幹線駅設置都市の人口の伸びから、首都圏と
中京圏の間、あるいは大都市圏に隣接している都市は、人口・製造
品出荷額の伸びが大きくなる傾向がみられます。

1.0

1.1

1.2

1.3

1982開業都市

1988開業都市

1997開業都市

全国平均

全国平均

■類似都市の人口の伸び

開業年次 都市圏名 路線

1982年 大崎市（宮城県）
那須塩原市（栃木県）
小山市（栃木県）

東北新幹線

■類似都市の抽出

28

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09

1982開業都市

1988開業都市

1997開業都市

全国平均

全国平均

全国平均

0.8

0.9

81 83 85 87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07 09

全国平均

全国平均

■類似都市の製造品出荷額の伸び

三条市（新潟県） 上越新幹線

1988年 富士市（静岡県）
掛川市（静岡県）
安城市（愛知県）

東海道新幹線

東広島市（広島県） 山陽新幹線

1997年 佐久市（長野県）
上田市（長野県）

北陸新幹線

・2009年現在の新幹線駅のうち、東濃地域における
リニア開業後の想定される社会像の参考となる類
似都市圏を、人口、大都市圏との関係等を参考に
10都市圏を抽出。
・人口や製造品出荷額の推移を整理。



○最近開業した新幹線の効果から、「企業の生産性の向上」や「観光ポテン
シャルの向上」などのプラス効果が期待されます。

○一方で、「商業機能の流出」や「観光スタイルの変化による衰退」などのマ
イナス効果も懸念されます。

事例からみた期待される効果②

プラス効果 マイナス効果

産業面 ・県内企業の営業エリアの拡大。
・人的交流による情報量拡大。
・情報処理分野にプラス効果。
・新幹線駅と高速道路と工業用地の整備で相乗効果。特

・在来線駅周辺商業機能の衰退及び買
回品小売の売上減少。
・商業・サービスの地域間格差。
・並行在来線への対応が急務。新幹線

■事例からみた効果のまとめ

■企業の生産性の向上
■新たな企業立地

29

・新幹線駅と高速道路と工業用地の整備で相乗効果。特
に製造業に寄与。

・大型店舗の進出等民間投資の拡大。
・新幹線駅近接のリサーチパーク等企業問合せ増加。
・企業誘致を後押し。
・企業進出・人口増加による税収の増加。

・並行在来線への対応が急務。新幹線
による利用者の急減。

観光・
まちづ
くり面

・観光客の増加。特に駅周辺。
・観光客増加に伴う県内消費額の増大
・個人客や年配顧客層への効果大。
・年間を通じた安定した観光客数の確保。
・コンベンション機会の増大。
・大都市圏からの移住者増加。
・通勤・通学スタイルの変化。
・生活圏や商圏の拡大。

・観光客の日帰り化。
・観光宿泊客数・単価等の減少。
・観光ルートの変化。
・遠地の観光地の衰退。

引用文献：国土交通省「平成14年度新幹線を含めた広域交通ネットワーク形成等による都市連携モデル調査」、国土交通省「平成15年度国土交通白書」、財団法人鹿児島観
光コンベンション協会資料、高岡商工会議所青年部「北陸新幹線の経済効果～2014年北陸新幹線開通～」、掛川市「新幹線掛川駅開業20周年記念誌」

■商業機能の流出
■在来線利用者の減少

■観光スタイルの変
化による衰退■観光ポテンシャルの向上

■新しい交流の集積



○三大都市圏をはじめとする広域交流が活発化することにより、多様な
経済効果の発現が期待されます。

リニアを活用した地域づくりに向けて（１）

岐阜県の地域特性

・高速道路ネットワークの充実
・製造業・研究開発機能の集積
・世界的な観光地の存在
・若年層の流出が顕著

■リニア開業による影響
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先進事例（新幹線開業の影響） 経済効果（定量分析:首都圏ｰ中京圏ケース）

◆単年度便益 約70億円/年
◆総便益 約1,974億円（50年）
◆生産額 約128億円/年増加
（特に製造業への影響が大きい）

◆消費需要額 約71億円/年増加
（うち、県外からの観光流動増により33億
円/年増）

◆業務目的交流人口約2,000人/日増加
◆観光目的交流人口約1,100人/日増加

【産業面】
・企業の生産性向上
・新たな企業立地（製造業、商業など）
【観光・まちづくり面】
・観光客の増加
・観光消費額の増大
・個人客・年配客層への効果
・安定的な観光客の確保
・大都市圏からの移住者の増加
・生活圏・商圏の拡大



○期待される効果として、産業面では「新たな企業進出」、「ビジネス
機会の創出」、観光・まちづくり面では「新たな観光客の増加」、
「大都市圏からの移住者」などの可能性があげられます。

○懸念事項として、「商業機能の衰退」「観光消費単価の減少」「若年
層の流出」などがあげられます。

リニアを活用した地域づくりに向けて（２）

■期待される効果

産業面 観光・まちづくり面
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・岐阜県が東京60分圏に含まれることから企業
の新たな立地促進の可能性
・人的交流が活発化することによる新たなビジ
ネス機会が創出される可能性

・在来線駅周辺の商業機能の衰退・買回小売の売上減少の可能性
・日帰り客増加による観光消費単価が減少する可能性
・大都市圏との近接化による若年層の流出が強まる可能性

・首都圏や近畿圏、国際空港等との所要時間
が短縮され、外国人をはじめ新たな観光客増
加の可能性
・県の観光特性が活かされた国内観光客増加
の可能性
・大都市圏からの移住者の可能性

懸念事項



○リニア開業のインパクトを活かした地域づくりを進めることで、岐阜
県経済の活性化、人口減少の抑制を期待することができます。

リニアを活用した地域づくりに向けて（３）

○新たな産業の立地
○多様で厚みのある産業構造への転換

産業の活性化

○拡大する交流圏を活かした観光客の誘致
○国際空港＋リニア乗車＋岐阜県の観光資
源を結びつけた外国人観光客の誘致

観光の活性化

■期待される効果を具体化するための視点

→大都市圏への所要時間、国際空港との近接化＝立地優位性
の高まり。

→首都圏周辺の観光地とは異なる岐阜県の地域資源の活用。
リニア県内駅を岐阜県の観光ゲートウェイとして位置づけ。
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リニア開業のインパクトを活かした地域づくりを進め
ることにより、試算結果を大きく上回る効果が期待

目指すべきアウトカム目標
◆県経済の活性化
◆人口減少の抑制

○雇用機会の拡大による県内の若年層流出の抑制
○県外からの移住・二地域居住などの促進

定住人口の増加

の高まり。

→製造業だけでなく、それを支えるサービス業、交流人口を支え
る宿泊業、二次交通サービス業など。

リニア県内駅を岐阜県の観光ゲートウェイとして位置づけ。

→リニア自体を呼び水として、県内各地を広く回ってもらう工夫。

→若年層流出の抑制は岐阜県にとって喫緊の課題。若者の能力発揮
の場を確保してUターンを促す。

→価値観の変化から二地域居住地としての岐阜県の可能性を高める。


